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現行 改正後 

山形県有料老人ホーム立入検査実施要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、県内の有料老人ホーム（老人福祉法（昭和 38年法律第

133 号）第 29 条第１項に規定する届出をした施設及び高齢者の居住の安定

確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号）第５条に規定するサービスを

提供する施設。以下「施設」という。）の管理運営、サービス、入居者処遇

等の状況について、老人福祉法及び山形県有料老人ホーム設置運営指導指

針（平成 18 年７月 10 日施行）等の規定に照らし改善を要すると認められ

る事項について必要な助言、指導、命令を行うことにより施設の適切な運

営及び入居者の保護を図ることを目的として、老人福祉法第 29 条第 11 項

の規定に基づき県が実施する立入検査に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（形態） 

第２条 立入検査の形態は開所時検査、定期検査、及び随時検査とする。 

２ 開所時検査は、原則として施設開所後３カ月経過後に行うものとする。  

３ 定期検査は、毎年度当初に定める実施方針及び実施計画に基づき、原則

として、開所時検査の３年後又は本要領施行時に既に開設している施設に

ついては施行から３年以内に行い、その後は３年毎に行うものとする。 

４ 随時検査は、施設の管理運営、サービス、入居者処遇等に関する通報、

苦情等があった場合において、その内容が老人福祉法第 29条第４項から第

９項までの規定に違反するおそれがあるとき、又は当該施設の入居者の処
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（目的） 

第１条 この要領は、県内の有料老人ホーム（老人福祉法（昭和 38年法律第

133 号）第 29 条第１項に規定する届出をした施設及び高齢者の居住の安定

確保に関する法律（平成 13 年法律第 26 号）第５条に規定するサービスを

提供する施設。以下「施設」という。）の管理運営、サービス、入居者処遇

等の状況について、老人福祉法及び山形県有料老人ホーム設置運営指導指

針（平成 18 年７月 10 日施行）等の規定に照らし改善を要すると認められ

る事項について必要な助言、指導、命令を行うことにより施設の適切な運

営及び入居者の保護を図ることを目的として、老人福祉法第 29 条第 13 項

の規定に基づき県が実施する立入検査に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（形態） 

第２条 立入検査の形態は開所時検査、定期検査、及び随時検査とする。 

２ 開所時検査は、原則として施設開所後３カ月経過後に行うものとする。  

３ 定期検査は、毎年度当初に定める実施方針及び実施計画に基づき、原則

として、開所時検査の３年後又は本要領施行時に既に開設している施設に

ついては施行から３年以内に行い、その後は３年毎に行うものとする。 

４ 随時検査は、施設の管理運営、サービス、入居者処遇等に関する通報、

苦情等があった場合において、その内容が老人福祉法第 29条第６項から第

11 項までの規定に違反するおそれがあるとき、又は当該施設の入居者の処



2 

 

遇に関する不当な行為に該当するおそれがあるとき、又はその運営に関し

入居者の利益を害する行為に該当するおそれがあるとき、その他入居者の

保護のために必要があるときに、随時実施するものとする。 

 

（立入検査の実施主体） 

第３条 立入検査の実施主体は、総合支庁保健福祉環境部地域保健福祉課（村

山総合支庁においては地域健康福祉課。以下「総合支庁福祉担当課」とい

う。）、健康福祉部長寿社会政策課（以下「長寿社会政策課」という。）とす

る。 

２ 総合支庁福祉担当課は管内の施設に対する開所時検査及び随時検査を実

施する。 

３ 総合支庁福祉担当課は管内の施設が介護保険法第８条に定める「居宅サ

ービス」を行う事業所（以下「介護事業所」という。）を併設している場合

は、当該介護事業所に対する実施指導の際に、施設に対する定期検査を併

せて実施する。 

４ 前項に定める定期検査を行った施設は、当該施設が介護事業所を併設し

ている間、総合支庁福祉担当課が継続して定期検査を実施する。 

５ 長寿社会政策課は、施設（第３項に該当する施設を除く。）に対する定期

検査を実施する。また、総合支庁福祉担当課の求めがある場合に、随時検

査を総合支庁福祉担当課と共同で実施する。 

 

第４条から第６条   （略） 

 

 

遇に関する不当な行為に該当するおそれがあるとき、又はその運営に関し

入居者の利益を害する行為に該当するおそれがあるとき、その他入居者の

保護のために必要があるときに、随時実施するものとする。 

 

（立入検査の実施主体） 

第３条 立入検査の実施主体は、総合支庁保健福祉環境部地域保健福祉課（村

山総合支庁においては地域健康福祉課。以下「総合支庁福祉担当課」とい

う。）、健康福祉部高齢者支援課（以下「高齢者支援課」という。）とする。 

 

２ 総合支庁福祉担当課は管内の施設に対する開所時検査及び随時検査を実

施する。 

３ 総合支庁福祉担当課は管内の施設が介護保険法第８条に定める「居宅サ

ービス」を行う事業所（以下「介護事業所」という。）を併設している場合

は、当該介護事業所に対する実地指導の際に、施設に対する定期検査を併

せて実施する。 

４ 前項に定める定期検査を行った施設は、当該施設が介護事業所を併設し

ている間、総合支庁福祉担当課が継続して定期検査を実施する。 

５ 高齢者支援課は、施設（第３項に該当する施設を除く。）に対する定期検

査を実施する。また、総合支庁福祉担当課の求めがある場合に、随時検査

を総合支庁福祉担当課と共同で実施する。 

 

第４条から第６条   （略） 
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（改善命令） 

第７条 長寿社会政策課は、前条による通知があったにも関わらず改善を行

わない施設について、入居者に対する処遇が著しく不当であると判断した

場合には、老人福祉法第 29 条第 13 項による改善命令を行うものとする。

ただし、入居者の生命又は身体に重大な危険が生じるおそれがあると認め

られる時には、前条第２項による手続きを省略し、直ちに改善命令を行う

ことができる。  

 

（事業の制限又は停止命令） 

第８条 長寿社会政策課は、前条による命令があったにも関わらず改善を行

わない施設について、入居者の保護のため特に必要があると判断した場合

には、老人福祉法第第 29 条第 14 項による事業の制限又は停止を行うもの

とする。ただし、入居者の生命又は身体に重大な危険が生じるおそれがあ

ると認められる時には、第６条第２項及び前条による手続きを省略し、直

ちに事業の制限又は停止命令を行うことができる。  

 

第９条   （略） 

 

（補則） 

第 10条 この要領に定めるもののほか、施設に対する立入検査の実施に関し

て必要な事項は、長寿社会政策課長が別に定める。 

 

  附 則 

この要領は、平成 28年４月１日から施行する。 

（改善命令） 

第７条 高齢者支援課は、前条による通知があったにも関わらず改善を行わ

ない施設について、入居者に対する処遇が著しく不当であると判断した場

合には、老人福祉法第 29 条第 15 項による改善命令を行うものとする。た

だし、入居者の生命又は身体に重大な危険が生じるおそれがあると認めら

れる時には、前条第２項による手続きを省略し、直ちに改善命令を行うこ

とができる。  

 

（事業の制限又は停止命令） 

第８条 高齢者支援課は、前条による命令があったにも関わらず改善を行わ

ない施設について、入居者の保護のため特に必要があると判断した場合に

は、老人福祉法第第 29 条第 16 項による事業の制限又は停止を行うものと

する。ただし、入居者の生命又は身体に重大な危険が生じるおそれがある

と認められる時には、第６条第２項及び前条による手続きを省略し、直ち

に事業の制限又は停止命令を行うことができる。  

 

第９条   （略） 

 

（補則） 

第 10条 この要領に定めるもののほか、施設に対する立入検査の実施に関し

て必要な事項は、高齢者支援課長が別に定める。 

 

  附 則 

この要領は、平成 28年４月１日から施行する。 
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  附 則（改正） 

この要領は、平成 30年６月 14日から施行する。 

 

 

  附 則（改正） 

この要領は、平成 30年６月 14日から施行する。 

  附 則（改正） 

この要領は、令和３年６月 29日から施行する。 

 


